
～

　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

実施方法
国庫･
県単

直接実施

実施期間 S24

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 2-03 部・課

　3065

　nogi@pref.nagano.lg.jp

　農政部農業技術課

事　業　名 農業大学校運営事業

08 03 02

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

 農業の発展に寄与することを目的として、効率的かつ安定的な農業経営を担う人材及び地域の農業の振興に指導的役割を
果たす人材並びに農業指導者を養成するため、長野県農業大学校を設置する。

対　象 農業大学校生

目指すべき姿

 理論と実技を同時に学ぶ実践型の教育により農業技術の高度化・経営の専門化に対応する知識、技術を修得させるととも
に、寮生活や自らテーマを定めて行うプロジェクト学習等により他者との協調・自己の確立等の社会性を涵養し、21世紀の農
業・農村を担う優れた人材を養成する。

69,994

23年度事業費の主な内訳

千円

根拠法令等

国庫補助事業・
県単独事業

長野県食と農業農村振興計画、(国)農業改良助長法､(県)長野県農業大学校条例

66,168 65,106

事業内容

農学部
　・総合農学科（２年制定員60名）　　　地域農業のリーダーとなる農業経営者として必要な能力と専門的知識・　技術の習得
　・専門技術科（２年制定員若干名） 　農業指導者として必要な幅広い知識と高度な専門知識・技術の習得
　・実科・研究科（各１年制定員50名）　農業関係試験場での先端技術等の習得による実践的な農業者の育成
研修部（事業内容については、農村振興課所管）
　 就農希望者及び農業者等に対する栽培技術及び農業機械研修の実施

23年度 24年度（当初）

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 33.00

千円 341,567

千円

千円

32.00

54,777

274,461 264,256 264,256

51,283

32.00

44,328

千円 67,106 63,783 ―

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

農学部卒業生就農率（成）

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　学生１人当たり事業費

24.6

千円
／人

農学部規定単位充足者率（成）

左記以外のH23年度実績

328,039

23年度

329,362

24年度（見込）

旅費：2,427千円
需用費（消耗品費、光熱水費）：27,114千円
役務費：2,827千円
委託料：5,363千円
使用料及び賃借料：3,032千円
工事請負費：4,053千円（研修部作業棟他改築）

2,214

・県内高校生等を対象にした農学部総合農学科オープン
キャンパスの開催　　参加者数113名
・県内高校訪問数　　60校

（効率指標算出式）
概算事業費（再編整備費除く）／学生数（在校生）

農学部在校生数（成） 159

％

2,275

38.8

人 147

％

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

　卒業生の就農率の向上を図るため、農業大学校のあり方に関する検討会を開催し、育成すべき農業者像や教育
の望ましいあり方について検討するほか、在校生に対して就農率向上特別セミナーや受け入れ希望のある農業法
人代表者との意見交換会を開催し、卒業生の就農体制の強化を図る。

特記事項 H23年度信州型事業仕分け実施事業

事業成果・評価 評価区分

c

□　余地あり

事業ニーズの変化 □　横ばい □　減少

□　余地なし □　当面余地なし

■　増加

■　余地なし □　当面余地なし

事業改善（有効性・
効率性）の余地

■　余地あり

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23)

⑤
事
業
の
課
題

県の関与を見直す
余地

区　分 判　定　・　説　明

やや下回る

・農学部の定員（220人）に対する在校生の割合は72％（159人）
　学科別では、総合農学科=88％（105人）、実科・研究科=45％（45人）
・平成23年度在学生159人のうち、規定単位充足者は153人であり、規定単
位充足者率は96％
・卒業生の就農率は、38.8％（33人）であり、就農率の目標（67％）に対する
達成率は58％

・農業従事者の高齢化が進行し、年々離農や経営規模の縮小
が進む中で、地域農業を支える担い手の育成は最重要課題の
ひとつであり、県が引き続き関与すべきもの。
・就農率を目標水準まで向上させるため、教育内容充実強化特
別推進事業を実施し、有識者による検討会の開催や就農意欲を
高めるセミナーの開催、農業法人との意見交換を行うなど円滑な
就農体制の構築を図る。

判
定
の
説
明

・農学部の定員充足率：100％
・農学部の規定単位充足者率：100％
・農学部の就農率：67％

98 96

内　線

E-mail

担
当
課

100

147

67

2,037


